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株式会社ニコン（社長：馬立 稔和、東京都港区）は、CDPの気候変動に関する調査において、気候変動に
対する取り組みとその情報開示が評価され、2019年度から3年連続となる「Aリスト」※1に今年度も選定
されました。



CDP（シーディーピー）は、環境問題に高い関心を持つ世界の機関投資家などの要請に基づき、企業や自治体に、気候変動対策、水資源保護、
森林保全などの環境問題対策に関して情報開示を求め、また、それを通じてその対策を促すことを主たる活動としている非営利組織で
す。2021年は、運用資産規模で110兆米ドルに達する590以上の機関投資家と協働し、世界の時価総額64%強となる13,000を超える企業と1,100強
の自治体を含む世界各地の14,000以上の組織がCDPを通じて環境問題対策に関する情報開示を行いました。CDPの環境情報開示とその評価プロセ
スは、企業の環境情報開示におけるグローバルスタンダードとして広く認知されています。

 

ニコングループは、サステナブルな社会の構築に貢献するため、「脱炭素社会の実現」「資源循環型社会の実現」「健康で安全な社会の実現」
を環境長期ビジョンとして位置づけています。気候変動については、自社排出の温室効果ガスに関し、2013年度比で2030年度までに26%削減す
る目標を71.4%削減へ2021年2月に改訂し、同年4月には、「Science Based Targets（SBT）イニシアチブ」※2により「1.5℃」基準の認定を受
けました。その達成に向けて取り組むほか、「TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）」※3の提言に沿った情報開示にも努めており、
こうした取り組みが評価され、今回の選定に繋がったと考えています。

 

ニコングループは、これからもグループ一丸となって気候変動に対して取り組んでいきます。

 

※1評価対象の企業には、A、A-、B、B-、C、C-、D、D-のうちいずれかのスコアが付与され（情報開示を行わない、あるいは十分な情報を提供しない企業はF）、最高ラ

ンクのAを獲得した企業が「Aリスト」に選定されます。

※2CDP、国連グローバル・コンパクト（UNGC）、世界資源研究所（WRI）、世界自然保護基金（WWF）による国際的な共同イニシアチブ。パリ協定がめざす「世界の平均

気温の上昇を、産業革命前と比べて2℃未満に抑える」という目標に向け、科学的根拠に基づく削減のシナリオと整合した企業の温室効果ガス排出削減目標を認定して

いる。

※3金融安定理事会(FSB)により設置されたタスクフォース。

 

＜関連リンク＞

サステナビリティ（社会・環境活動）

https://www.nikon.co.jp/sustainability/

 

※こちらに掲載されている情報は、発表日現在の情報です。販売が既に終了している製品や、組織の変更等、最新の情報と異なる場合がありますのでご了承ください。
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